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１．施策の目的等

２．事業費・人件費等の推移

３．指標実績の推移等
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1 関係機関等との連携強化

大規模災害対応力の強化
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令和2年11月05日施策評価シート

施策の目的

　大規模災害に対応するため、消防防災関係機関との連携を強化するとともに、消防相互及び民間企業等との応援協
定の締結や緊急消防援助隊等への登録など、災害対応力の強化を図ることを目的としています。

施策を取り巻く現
況や市民ニーズ

等

　近年の災害は大規模化するとともに、東日本大震災等の大規模な自然災害も発生しており、近い将来には、首都直
下地震をはじめ南海トラフ地震等の大規模地震の発生が危惧され、管内においても立川断層帯（立川断層、名栗断
層）が存在することから、地震が発生した場合、大きな被害が発生することも予測されています。
　こうした状況を踏まえ、各種災害に迅速かつ適切な対応ができるよう消防組合と構成市危機管理防災担当との間に、
「構成市防災担当者連絡会議」を設置するとともに、構成市の消防団と協力し地域防災力の充実強化を図っています。
　また、埼玉県下消防本部をはじめ近隣消防本部（県内7消防本部及び東京消防庁）と消防相互応援協定を締結する
とともに、埼玉県特別機動援助隊及び緊急消防援助隊への登録を行っています。
　なお、大規模災害時においては、消防防災関係機関だけでは対応が困難となることから、民間企業等との災害支援
協定も締結しています。

警防部　警防課

主担当部課名



４．施策の評価

今後の課題

①防災関係機関連携強化事業では、「埼玉西部消防組合構成市防災担当者連絡会議要綱」に基づき、定期的に会議を開催し、埼玉西部
消防組合と構成市防災担当者との連携強化を図る必要がある。
②広域応援体制整備事業では、総務省消防庁が策定した「緊急消防援助隊の応援等の要請等に関する要綱」等の改正に伴い見直された
「埼玉県緊急消防援助隊受援計画」に基づき、「埼玉西部消防組合緊急消防援助隊受援計画」の見直しを行うとともに、定期的に訓練を実
施し、受援体制の強化を図る必要がある。

今後の展開

①防災関係機関連携強化事業では、「埼玉西部消防組合構成市防災担当者連絡会議」を定期的に開催する。
②広域応援体制整備事業では、広域応援活動の強化を図るため、職員に対する計画の周知と訓練を行い、より迅速な出場体制の確立と部
隊運用の強化を図る。また、埼玉西部消防組合緊急消防援助隊受援訓練を行い、大規模災害時の受援体制の強化を図る。

指標の分析

　総合計画実施計画に掲げる令和元年度の目標値を達成していない。
　達成できなかった主な理由として、令和元年度東日本台風や大雪により計画していた訓練が中止となり、大規模震災対応合同訓練の回数
が前年度と比較して２回減少した。

①防災関係機関連携強化事業では、「埼玉西部消防組合構成市防災担当者連絡会議要綱」に基づき、「埼玉西部消防組合構成市防災担
当者連絡会議」を開催した。また、埼玉県解体業協会と大型重機等の派遣に関する協定「災害時における消防活動の協力に関する協定」を
締結した。
②広域応援体制整備事業では、令和元年度は、埼玉県第2ブロック緊急消防援助隊合同訓練に36人、埼玉県特別機動援助隊応用研修に
16人、合同訓練に19人を派遣した。また、総務省消防庁が策定した「緊急消防援助隊の応援等の要請等に関する要綱」等の改正に伴い見
直された「緊急消防援助隊埼玉県大隊応援等実施計画」に基づき、「埼玉西部消防組合緊急消防援助隊出動計画」の改正を行った。更に、
埼玉県下消防相互応援協定に関する出動計画「埼玉西部消防組合埼玉県下消防相互応援出動計画」を新たに策定した。

これまでの主な取組と成果



５．構成事務事業の評価
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　関係機関等との連携強化に向けた災害応急対応の整備と広域応援体制の充実を具現化するための各事務事業の取り
組みは、着実にその成果が現れており構成事務事業の適応性は高いものと評価する。
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